
第２ 益金（収益）の計上時期

収益の計上は、収益が具体的に実現した時期に計上することが原則

です。例えば、物の引渡しを要する取引においては「引渡しのあった

日」、役務の提供を要する取引は「役務提供の完了した日」に収益の実

現があったものとしてこれを計上します（法法22の2①）。

１ 棚卸資産の販売による収益

棚卸資産の販売による収益の額は、税務上、その引渡しがあった日

の属する事業年度の益金の額に算入しなければなりません。引渡しの

日がいつであったかは、例えば以下の基準のうち、棚卸資産の種類・

性質、販売の契約内容等に応じて合理的と認められるものを選択し、

毎期継続して適用します（法基通2-1-2・2-1-4）。

基 準 引渡日の判断基準

出荷基準 自社倉庫などから出荷した日

船積(日)基準 輸出取引等において船積みを完了した日

着荷基準 相手方に荷が到着した日

検収基準 相手方が検収した日

使用収益基準 相手方において使用収益が可能となった日

検針日基準 （定期的な）検針に基づき料金算定をした日

そのほか、例えば、クーリングオフ期限を設けている販売の場合は、

その期限を経過した日をもって売上を計上することなども考えられま

す。
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ミ ス 事 例

事例 取引先相手により異なる収益の認識基準の適用

Ａ社は、汎用機械の製造販売を行っているが、特定の得意先に対

しては個別設計による機械の製造を受注している。収益の計上基準

に関し、Ａ社は採用すべき基準は1つであるべきと判断し、全ての収

益を出荷基準で計上している。

〔解 説〕

棚卸資産の販売における収益の計上についての認識基準は、棚卸資

産の種類及び性質、その販売に係る契約の内容等に応じその引渡しの

日として合理的であるものを採用すべきであることから、棚卸資産の

種類によって合理的と認められる認識基準が異なる場合は、それぞれ

異なる認識基準を採用することとなります。

事例の場合、汎用機械と個別受注製造の機械につき、例えば、前者

は出荷基準、後者は検収基準など異なる収益の認識基準の採用をする

ことが可能です。ただし、一旦採用した収益の認識基準については毎

期継続して適用する必要があります。

なお、契約に機械の動作確認等を完了した後に対価を支払う定めが

あった場合などは、相手先の検収により売上債権が確定するといえる

ことから、出荷基準の採用そのものが適切とはいえません。

（法基通2-1-2）
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事例 長期割賦販売等による棚卸資産の販売

Ａ社は、税務上の長期割賦販売等に該当する契約に基づいて棚卸

資産を販売しており、延払基準を採用することにより支払期日が到

来した賦払金の金額をもって収益を計上し、またそれに対応する原

価を計上している。

〔解 説〕

収益は実現主義に基づきその計上すべき時期を判定するのが基本的

な考え方ですが、以下の要件を満たすいわゆる長期割賦販売等につい

ては損益の計上基準の特例として一定の繰延計上（延払基準）が認め

られています。

① 3回以上に分割して対価の支払がなされること

② 最後の支払期日が目的物の引渡し等の期日の翌日から2年以上先

であること

③ 目的物の引渡し等の期日までに受け取る対価が総額の3分の2以下

であること

ところが、平成30年度の税制改正により、平成30年4月1日以降に終

了する事業年度よりその長期割賦販売等に係る繰延基準の適用が廃止

されることになりました。ただし、税務上のリース取引に該当し売買

取引とみなされる取引（リース譲渡）については、引き続き延払基準

の適用が可能です（第7章第3参照）。

当該改正の経過措置として、平成30年3月31日以前に行った長期割

賦販売等については、平成35年3月31日までに開始する各事業年度に

おいて現行の延払基準を引き続き適用することができます。また、延

払基準の適用をやめた事業年度又は平成35年4月1日以降に最初に開始

する事業年度のいずれか早い方の年度においては、未計上の割賦利益

相当額を一括して収益に計上する必要がありますが、確定申告書に計
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算明細を添付することを要件に当該未計上の割賦利益相当額を10年均

等（120か月）で収益計上することができるとされています。

事例の場合、平成30年3月31日以前に行った長期割賦販売等につい

ては上記の経過措置により一定の損益の繰延計上が可能ですが、同日

より後に行った長期割賦販売等については延払基準を適用することは

できません。

（旧法法63⑥、旧法令124①一②・127、平30法7改正法附則28）

事例
「工事進行基準」で経理した損益の申告調整による「工

事完成基準」への修正

建設業を営むＡ社は、会計上は原則全ての工事につき「工事進行

基準」を適用して収益及び費用の額を計算しているが、税務上は長

期大規模工事に該当しない工事については、「工事完成基準」により

収益及び費用の額を計算することとしており、申告調整により会計

上の計上額との差額を加減算している。

〔解 説〕

建設業者等が工事を請け負った場合の収益及び費用の額の経理方法

は、原則的に「工事完成基準」が適用されますが、長期大規模工事に

該当する工事を請け負った場合には「工事進行基準」の方法（工事の

請負対価の額及び工事原価の額に事業年度終了時における合理的に計

算した工事進行割合を乗じて計算した金額からそれぞれ当該事業年度

前の各事業年度に計上した収益及び費用の額を控除した金額を事業年

度の収益及び費用の額とする方法）が税務上強制適用されます。

長期大規模工事とは、次の要件を全て満たす工事を指します。
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第２章 損金（費用）の計上基準

第

２

章

法人の所得金額を計算する上で「損金」として認識される対象は、

①売上原価、②販売費及び一般管理費、③その他損失で資本等取引以

外のものなど、会計上の「費用」として認識されるものと基本的に同

等の内容です（法法22③）。ただし、課税の公平や一定の政策目的の実

現のため、会計上「費用」として認識される支出等であっても、例え

ば、交際費や寄附金、役員給与、任意の引当金などのように、税務上

損金算入に制限がなされるものもあれば、逆に会計上は「費用」とし

て認められないものの税務上は損金算入が認められる圧縮記帳、繰越

欠損金の控除などがあります。

損金計上のタイミングについても一般的な会計処理の基準に従い、

①売上原価については当期の収益に対応する費用が、②販売費及び一

般管理費については期間的対応により当期に発生した費用が、③その

他損失については発生の時間的帰属により当期発生費用が、当事業年

度の損金の額に算入されます。なお、②の販売費及び一般管理費につ

いては、減価償却費を除き、期末までに債務が確定していない費用は

「当期に発生した費用」とは扱われませんので注意が必要です。これ

を債務確定基準といいます（法法22③④）。
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�損金の対象となる取引�

第

２

章

その他の損失で資本等取引泫
以外のもの

不正行為に係る費用、
任意の引当金など

発生時基準

減価償却費、役員給
与、交際費、寄附金、
租税公課など 損金算入制限あり

販売費及び一般管理費
債務確定基準

売上原価

損金不算入

収益対応基準

一
定
の
費
用

会
計
上
の
費
用
に
該
当

損　

金

一
定
の
費
用
に
該
当

損　金

会計上の費用
には非該当

圧縮記帳、繰越欠損金など

(注) 資本等取引：資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引、利益又は

剰余金の分配及び残余財産の分配又は引渡し

第１ 売上原価

売上原価についての税務上の取扱いは、企業会計原則の「費用収益

対応の原則」に従い当期の益金の額に算入すべき収益に対応する原価

が当期の損金の額に算入すべき費用となります。対応する収益が当期

に計上される以上、それに対応する原価はたとえ期末までに金額が確

定していなくてもその現況により合理的に金額を見積り当期の費用と

なります（法基通2-2-1）。
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ミ ス 事 例

事例 未確定の事後的費用の見積計上

Ａ社は、機械装置の製造販売を行っており、出荷製品には納品後

の一定期間、顧客からのクレームや製品の不具合に無償で対応して

いる。当期に出荷した製品に対応するクレームや補修費用を期末で

合理的に算定し当期の費用として計上している。

〔解 説〕

当期に計上した収益に対応する売上原価は、たとえ期末までに金額

が確定していなくてもその時点における現況により合理的に金額を見

積もり、当該金額を損金の額に算入します。ただ、製品等の販売に関

連して発生する費用であっても、単なる事後的費用の性格を有するも

のは売上原価には含まれず、債務確定基準により、それが発生した年

度の費用として認識すべきとなります。事後的費用につき、見積計上

を認めるということは、任意引当金の計上を許すこととなり、債務確

定基準に適合しません。事例のような製品販売に係るクレーム対応

費、補修費などは事後的費用に該当しますので、期末の見積計上はで

きません。

（法基通2-2-1）

事例 工場勤務社員の社宅費用（会社負担分）

機械部品の加工を行っているＡ社は、工場勤務する社員のために

マンションの部屋をいくつか借り上げ、社宅として使わせている。

会社が負担する当該賃借費用をＡ社は販売費及び一般管理費として

計上し、発生した年度の損金の額に算入している。
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〔解 説〕

工場勤務者の社宅に供するための家賃は、一般に売上原価に相当す

ると考えられることから、費用収益対応の原則により、当期の売上に

対応する部分のみが当期の費用として損金算入されます。事例の場

合、当期の売上原価に配賦されなかった家賃については、棚卸資産と

して認識する必要があります。

（法法22③）

事例 概算設計と詳細設計

建設業を営むＡ社は、営業担当社員が顧客に対し施工概要を紹介

し、引き合いを得るため、いわゆる営業用の「概算設計書」を作成

している。その後、受注が確実となればその時点で「詳細設計書」

を作成し、より具体的な仕様を顧客と決定していくこととしている。

Ａ社においては、これら「概算設計書」及び「詳細設計書」の作成

に係る費用を販売費及び一般管理費として処理している。

〔解 説〕

費用に係る税務処理として、会計処理と同様、売上原価は収益と対

応する部分が当期の費用となります。請負収益に対応する原価として

は、その請負の目的となった物の完成のために要した材料費、労務費、

外注費及び経費の額の合計額のほか、その受注又は引渡しをするため

に直接要した全ての費用の額も含まれます。ここでいう受注をするた

めに直接要した費用とは、受注が確実になった後において支出される

費用が該当します。これは、請負の場合、たとえ正式な受注の前であ

っても、その受注が確実となった後においては、その請負の原価とな

るべき調査費や設計費、交際費などを前もって支出することが少なく

ないということによります。したがって事例の場合、Ａ社が負担する

営業用の「概算設計書」の作成費用は販売費及び一般管理費に該当し
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接待飲食費の額が1,600万円を超す場合、上記図①の選択が有利と

なります。

�中小法人以外の場合�

上記図①のみ適用となります。

３ 交際費等の範囲

1 対象となる支出

交際費等とは、交際費、接待費、機密費その他の費用で、法人がそ

の得意先、仕入先その他事業に関係のある者等に対する接待、供応、

慰安、贈答その他これに類する行為のために支出するものをいいます

（措法61の4④）。例えば、次のような支出が交際費等に該当します（措

通61の4(1)-15）。

① 会社の何周年記念、社屋新築記念、新船建造や土木建築等におけ

る進水式・起工式・落成式等における宴会費、交通費及び記念品代

② 下請工場、特約店、代理店等となるために支出する運動費等の費

用

③ 得意先、仕入先等社外の者の慶弔、禍福に際し支出する金品等の

費用

④ 得意先、仕入先その他事業に関係のある者等を旅行、観劇等に招

待する費用

⑤ 製造業者等が、その製品等を扱う卸売業者等において小売業者を

旅行、観劇等に招待する費用を負担した場合の負担額

⑥ いわゆる総会対策等のために支出する費用

⑦ 建設業者等が高層ビル、マンション等の建設に当たり、周辺の住

民の同意を得るために支出する費用
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⑧ スーパーマーケット等を営む法人が既存の商店街等に進出するた

めに周辺の商店等の同意を得るために支出する運動費等の費用

⑨ 得意先、仕入先等の従業員等に対して取引の謝礼等として支出す

る金品の費用

⑩ 建設業者等が支出するいわゆる談合金その他これに類する費用

ミ ス 事 例

事例 受注のために支出した謝礼金

工作機械を製造するＡ社の営業担当者は、営業先の購買部長から

発注の見返りに金品の要求があり、やむなく30万円の現金を支払っ

た。その結果、自社製品を販売する契約を締結するに至った。Ａ社

はこの支出を交際費等に含めずその他の一般経費として処理してい

る。

〔解 説〕

交際費等に該当する支出として得意先などを接待するための飲食

費、手土産代、中元・歳暮の費用、贈答品代、慶弔関係の支出などが

該当することは容易に想像できるところです。しかし、税務上、交際

費等に該当する支出は一般的な接待のための費用よりも範囲が広く、

受注謝礼金、妨害排除費用、談合及びその類似費用（降り料など）が

含まれます。事例の支出は典型的な受注謝礼金に該当し、税務上、交

際費等として扱います。

（措通61の4(1)-15(6)〜(10)）
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事例 社内慰労会のための費用

Ａ社では、プロジェクト案件が終了した際に、当該プロジェクト

に参加した社内スタッフを集めて慰労会を行っている。この慰労会

のために支出した費用を福利厚生費として処理している。

〔解 説〕

法人が事業に関係のある者等に対する接待、供応、慰安、贈答等の

ために支出する費用は交際費等に該当します。ここでいう事業に関係

のある者等には、得意先や仕入先などのように、直接その法人の営む

事業に取引関係のある者だけでなく、間接に当該法人の利害に関係あ

る者及び当該法人の役員、従業員、株主等も含みます。また、創立記

念日、新社屋落成式等の社内行事に際し従業員等におおむね一律に社

内において供与される通常の飲食に要する費用は福利厚生費として扱

いますが、特定の従業員のみを対象とした飲食費は福利厚生費に該当

しません。

事例の場合、プロジェクトに参加した社内スタッフは法人の従業員

であるものの、事業に関係のある者等として交際費等の支出対象者に

なります。また、それらの者のために支出する慰労会のための費用は、

特定の従業員のみを対象とした支出であるため、福利厚生費には該当

せず交際費等として扱います。

（措通61の4(1)-22・61の4(1)-10）

事例 情報収集のために支出した費用（情報提供料）

工作機械メーカーのＡ社は営業先のＢ社から大型案件の受注をす

るため､Ｂ社の元役員である甲から営業協力を得ており､営業上有益
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な情報を収集している。この度、その情報収集が奏功しＢ社からの

受注に成功した。その対価として甲に300万円の手数料を支払い、

それを交際費以外の一般経費（支払手数料）として処理している。

なお、甲とは当該営業協力に係る契約書は作成していない。

〔解 説〕

法人が取引に関する情報の提供又は取引の媒介、代理、あっせん等

の役務の提供（以下「情報提供等」といいます。）を行うことを本業と

していない者に対して、情報提供等の対価を支払った場合、その支出

は原則、交際費等として扱われます。しかし、次の要件の全てを満た

している場合は、その支出は交際費等に該当しません。

① その金品の交付があらかじめ締結された契約に基づくものである

こと

② 提供を受ける役務の内容が当該契約において具体的に明らかにさ

れており、かつ、これに基づいて実際に役務の提供を受けているこ

と

③ その交付した金品の価額がその提供を受けた役務の内容に照らし

相当と認められること

事例の場合、Ａ社はあらかじめ甲と契約を締結していないことから、

甲に対して支払った情報提供のための対価は交際費等に該当するもの

として取り扱われます。

（措通61の4(1)-8）

事例
スーパーマーケットが支出する地元商店街への営業補償

金

スーパーマーケットを経営するＡ社は新規スーパーマーケットを
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